
1 1 1 市町村の体制づくり

(1)　地域福祉計画の推進 【項目統合】

ア　市町村の計画策定のための支援

イ　市町村の計画推進のための支援

(2)　包括的な支援体制の整備への支援 【新規】

・　市町村における包括的支援体制整備に向けた支援 【新規】

2 2 福祉を支える人づくり

(1)　地域福祉を担う人材の育成

ア　社会福祉事業者従事者の確保・育成

　　　ア　社会福祉事業者従事者の確保・育成イ　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・福祉活動NPOの人材養成

　　　イ　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・福祉活動NPOの人材養成ウ　地域福祉活動コーディネーターの育成

　　　ウ　地域福祉活動コーディネーターの育成エ　福祉行政職員の育成

(2)　地域福祉の意識の醸成

2 　　　ア　地域に根ざした福祉の学び（住民主体の意識形成）ア　地域に根ざした福祉の学び（住民の意識形成） 【拡充】

　　　イ　子どもの福祉のこころの醸成イ　子どもの福祉のこころの醸成

3 福祉サービス提供の仕組みづくり

3 (1)　地域トータルケアシステムの構築

ア　相談・支援のワンストップ体制の整備促進 【拡充】

イ　市町村の相談支援機能の充実

　　　ア　相談・支援のワンストップ体制の整備促進ウ　ケアマネジメント機能の充実・強化

(2)　高齢者・障がい者への福祉サービスの推進 【新規】

ア　高齢者福祉の推進 【新規】

イ　障がい者福祉の推進 【新規】

(3)　子どもの健全育成と子育て家庭への支援 【新規】

ア　子育て家庭への支援 【新規】

(2)　総合的な福祉サービス情報の提供 イ　子どもの健全育成の支援 【新規】

　　　・　福祉サービス情報提供の充実 (4)　誰もが安心して生活できる地域づくり 【変更】

(3)　福祉サービス利用者の権利擁護とサービス評価 　　　ア　民生委員・児童委員活動の充実・強化ア　民生委員・児童委員活動の充実・強化

　　　ア　日常生活自立支援事業・成年後見制度の利用促進 　　　イ　見守り体制の充実・強化イ　見守り体制の充実・強化

　　　イ　苦情解決制度の利用促進 　　　ウ　社会的孤立の防止ウ　社会的孤立の防止

　　　ウ　福祉サービス評価の推進 　　　エ　生活困窮者の自立支援の推進（居住、就労含む）エ　生活困窮者の自立支援の推進

3 　　　エ　社会福祉法人 オ　自殺対策の推進 【新規】

(5)　権利擁護の推進 【新規】

ア　虐待への対応と養護者等への支援による予防 【新規】

4 　　　イ　日常生活自立支援事業・成年後見制度の利用促進イ　日常生活自立支援事業・成年後見制度の利用促進

(1)　住民参画と住民主体による生活支援の仕組みづくり (6)　総合的な福祉サービス情報の提供とサービス評価 【項目統合】

　　　ア　社会福祉行政分野への住民参画の促進 ア　福祉サービス情報提供の充実

　　　イ　住民参加による生活支援サービスの提供 イ　苦情解決制度の利用促進

　　　ウ　避難行動要支援者の支援及び被災者の生活支援 ウ　福祉サービス評価の推進

　　　エ　ユニバーサルデザインの普及・促進 4 福祉でまちづくり

(2)　ボランティア・ＮＰＯ・コミュニティビジネスの支援 (1)　住民参画と住民主体による生活支援の仕組みづくり

　　　ア　ボランティアと福祉活動ＮＰＯの活動支援 　　　ア　社会福祉行政分野への住民参画の促進（拠点整備含む）ア　社会福祉行政分野への住民参画の促進 【拡充】

　　　イ　企業の社会貢献活動の促進 　　　イ　住民参加による生活支援サービスの提供イ　住民参加による生活支援サービスの提供 【拡充】

(3)　地域の福祉活動の財源の創出 　　　ウ　避難行動要支援者の支援及び被災者の生活支援ウ　避難行動要支援者の支援及び被災者の生活支援

　　　ア　各種基金及び民間資金の活用 　　　エ　ユニバーサルデザインの普及・促進エ　ユニバーサルデザインの普及・促進

(2)　多様な主体による地域福祉の取組 【変更】

ア　ボランティアと福祉活動ＮＰＯの活動支援

5 イ　社会福祉法人・福祉サービス事業者の地域貢献活動の推進

(1)　人材の確保・育成 ウ　企業の社会貢献活動の促進

　　ア　被災者支援に従事する者の育成 (3)　地域の福祉活動の財源の創出

　　イ　地域づくり活動の担い手育成 ア　各種基金及び民間資金の活用

　　ウ　要援護者支援のボランティアの確保・育成 イ　赤い羽根共同募金と歳末たすけあい運動の推進

(2)　被災者の安心の確保と生活支援 5 被災地の福祉コミュニティの構築と生活支援 【変更】

　　　ア　被災者が安心して生活できる環境づくり (1)　人材の確保・育成

　　　イ　被災者のふれあいの場つくり ア　被災者支援や地域づくり活動の担い手育成 【項目統合】

イ　要援護者支援のボランティアの確保・育成

(2)　被災者の安心の確保と生活支援

ア　被災者が安心して生活できる環境づくり 【拡充】

イ　被災者のふれあいの場つくり 【拡充】

(3)　新たな福祉コミュニティの形成支援

・　福祉コミュニティの再構築 【拡充】

・被災者の生活再建のステージに応じた中長期
的な見守り支援体制の充実を図り、被災地に
おける福祉コミュニティの構築を推進

(3)　新たな福祉コミュニティの形成支援

　　　・　福祉コミュニティの再構築

　　　イ　共同募金と歳末たすけあい運動の推進

・社福法人の公益活動や、民間団体・企業等に
よる見守り活動など、多様な主体による地域福
祉の取組を促進

　　　イ　赤い羽根共同募金と歳末たすけあい運動の推進

被災地の福祉コミュニティの再生と生活支援

　　　ウ　災害時の要援護者支援及び被災者の生活支援

　　　エ　ユニバーサルデザインの普及・促進

(2)　ボランティア・ＮＰＯ・コミュニティビジネスの支援

　　　ア　ボランティアと福祉活動ＮＰＯの活動支援

・相互に支え合う住民主体の地域づくりを進め
るため、住民参加による生活支援や避難行動
要支援者の避難支援など、地域住民による地
域福祉活動の取組を促進

　　　イ　企業の社会貢献活動の促進

(3)　地域の福祉活動の財源の創出

　　　ア　各種基金及び民間資金の活用

(1)　住民参画と住民主体による生活支援の仕組みづくり 　　　　　　　・福祉サービス事業者の地域貢献活動の推進
・虐待への対応を新たに加え、成年後見など、
要支援者の権利擁護の取組を推進

　　　ア　社会福祉行政分野への住民参画の促進

　　　イ　住民参加による生活支援活動やサービスの提供 福祉でまちづくり

(3)　福祉サービス利用者の権利擁護とサービス評価 　　　キ　生活困窮者の自立支援の推進

　　　ア　日常生活自立支援事業

　　　　　　　　・成年後見制度の利用促進
・地域福祉と関連する自殺対策の取組を新た
に加え、民生委員活動や見守り活動、生活困
窮者の支援、制度の狭間にある方への対応な
ど、地域で要支援者を把握し、支えるための取
組を推進

　　　イ　苦情処理制度の利用促進

　　　ウ　福祉サービス評価の推進

　　　エ　社会福祉法人等の地域貢献活動の推進

福祉でまちづくり

　　　ウ　市町村の相談支援機能の充実
・社会福祉法改正及び国ガイドラインを踏まえ、
高齢者や障がい者、子育て家庭について、各
種福祉サービスをはじめ居住・就労に関する支
援など、地域生活を支えるための包括的支援
に関する事項を新たに追加

(2)　総合的な福祉サービス情報の提供 　　　エ　民生委員・児童委員活動の充実・強化

　　　・　福祉サービス情報提供の充実 　　　オ　見守り体制の充実・強化

　　　カ　社会的孤立の防止

　　　ア　相談・支援のワンストップ体制の整備・強化 ・地域住民の福祉ニーズに対応して地域の社
会資源を活用・調整し必要な支援を行う、全世
代・全対象型の包括的支援体制の構築につい
て、市町村での相談支援機能の充実などの取
組を推進

　　　イ　ケアマネジメント機能の充実・強化 福祉サービス提供の仕組みづくり

　　　ウ　県・市町村相談機関ネットワークの充実 (1)　地域トータルケアシステムの構築

　　　エ　民生委員・児童委員活動の充実・強化 　　　ア　相談・支援のワンストップ体制の整備促進

　　　オ　見守り体制の充実・強化 　　　イ　ケアマネジメント機能の充実・強化

　　　オ　福祉行政職員の育成 福祉を支える人づくり

・住民相互に支え合う住民主体の地域づくりを
進めるため、住民の地域福祉活動への参画を
促すための意識啓発や意識醸成に関する取組
を充実

(1)　地域福祉を担う人材の育成

(2)　福祉の意識の醸成 　　　ア　社会福祉事業者従事者の確保・育成

(2)　福祉の意識の醸成

福祉サービス提供の仕組みづくり 　　　ア　地域に根ざした福祉の学び

(1)　地域トータルケアシステムの構築 　　　イ　子どもの福祉のこころの醸成

　　　ア　地域に根ざした福祉の学び 　　　イ　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・福祉活動NPOの人材養成

　　　イ　学校における福祉のこころの醸成 　　　ウ　地域福祉活動コーディネーターの育成

　　　ウ　生涯を通じた福祉学習の推進 　　　エ　福祉行政職員の育成

(1)　地域福祉を担う人材の育成 (1)　地域福祉計画策定の促進 ・市町村計画策定の進捗を踏まえ、計画の推
進への取組へ重点化
・社会福祉法改正による努力義務化や国ガイド
ラインを踏まえ、市町村における包括的支援体
制整備への支援を新たに追加

　　　ア　社会福祉事業者従事者の確保・育成 　　・　未策定市町村への支援

　　　イ　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・福祉活動NPOの人材養成 (2)　地域福祉計画の推進

　　　ウ　地域福祉活動リーダーの育成 　　・　策定済市町村の計画推進のための支援

　　　エ　地域福祉活動コーディネーターの育成

岩 手 県 地 域 福 祉 支 援 計 画 構 造 分 析 ≪ 施 策 の 基 本 方 向 （ 計 画 骨 子 案 ） ≫

【第１期：平成21年度～平成25年度】 【第２期：平成26年度～平成30年度】 【第３期：平成31年度～平成35年度】
施策の基本方向 施策の基本方向 施策の基本方向 考え方

福祉を支える人づくり 市町村の体制づくり

資料No.３－３ 

5


